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招集ご通知

証券コード　7685
（発送日）2023年３月８日

（電子提供措置の開始日）2023年３月１日
株　主　各　位

東京都新宿区四谷四丁目28番８号 PALTビル
株  式  会  社  BuySell　Technologies
代表取締役社長兼CEO 岩 田 匡 平

第22回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】
https://buysell-technologies.com/
（上記ウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより「IR情報」「IRライブラリ」「株主総会
関連資料」）を順に選択いただき、ご確認ください。

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/7685/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスしていただき、「銘柄名（会社名）」に「BuySell 
Technologies」又は「コード」に当社証券コード「7685」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご
確認ください。）

　なお、新型コロナウイルス感染拡大抑止の観点から、書面又はインターネット等により事前に議決
権を行使いただくことをご検討くださいますようお願い申し上げます。
　書面又はインターネット等により議決権を行使いただく場合は、お手数ながら後記の株主総会参考
書類をご検討のうえ、2023年３月22日（水曜日）午後６時までに議決権を行使くださいますようお
願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2023年３月23日（木曜日）午後２時（受付開始　午後１時）
２．場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号　住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

３．目的事項
報告事項 １. 第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

記
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招集ご通知

４．議決権行使についてのご案内
（１）書面による議決権行使の場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2023年
３月22日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

（２）インターネット等による議決権行使の場合
次ページに記載されております「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認
いただき、議決権行使ウェブサイトへアクセスのうえ、2023年３月22日（水曜日）午後
６時までに賛否をご入力ください。

※　書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議
決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

※　インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取扱いいたします。

※　書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合
は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしま
すが、当該書面は、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項を除いており
ます。

　①連結注記表
　②個別注記表
　したがって、当該書面に含まれる連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査

等委員会が監査報告を作成するに際してそれぞれ監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であり
ます。

　 な お 、 ① ② に つ き ま し て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （https://buysell-
technologies.com/）に掲載しております。
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招集ご通知

インターネット等による議決権行使のご案内
インターネット等により議決権行使を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきま

すようお願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて
インターネット等による議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用

いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net/

２．議決権行使の方法について
（１）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に
記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛
否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決

権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を
行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコードを読み取
り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要
があります。

３．議決権行使のお取扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2023年３月22日(水曜日)午後６時までとなっておりますので、お早

めの行使をお願いいたします。
（２）書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等に

よるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって
複数回数、又はパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金
等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ
サイトがご利用できない場合があります。
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招集ご通知

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報で

す。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
（２）パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希

望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせ

ください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
[電話]0120（652）031（受付時間9：00～21：00）

６．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ICJの運営する「議決権電子行使プ
ラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の配当の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針のひとつとして位置づけており、財務体質の
強化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を図りながら、安定的に配当を継続することを基本
方針としております。この方針に基づき、当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今
後の事業展開等を勘案いたしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
　金銭といたします。

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき20円00銭　総額290,932,740円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2023年３月24日
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

１
い わ た

岩　田　
き ょ う へ い

匡　平
（1984年５月29日）

    2008年    4 月 株式会社博報堂　入社
    2014年    4 月 OWL株式会社（現株式会社AViC）設立、代

表取締役社長就任
    2015年    11月 株式会社日本リーガルネットワーク　取締役

CMO就任
    2016年    10月 株式会社エース（現　当社）取締役就任
    2017年 ９月 当社代表取締役社長兼CEO就任（現任）
    2020年10月 株式会社タイムレス　取締役就任（現任）

2022年 ７月 株式会社フォーナイン　取締役就任（現任）
（重要な兼職）
株式会社タイムレス　取締役
株式会社フォーナイン　取締役
（選任理由）
　岩田匡平氏は、2016年10月に当社取締役として就任し当
社事業の成長に貢献してまいりました。また、2017年10月
以降、代表取締役として当社の経営の中核を担い、優れた経
営手腕を発揮し、当社を成長させてまいりました。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

1,012,000株

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）全員は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役８名の選任をお願いするものでありま
す。

取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

２
よ し む ら

吉　村　
ひ で き

英　毅
（1982年５月23日）

    2003年    5 月 株 式 会 社Valcom設 立 　 代 表 取 締 役 就 任
（2009年10月株式会社エボラブルアジアと
合併）

    2007年    3 月 吉村ホールディングス株式会社設立　代表取
締役社長就任（現任）

    2007年    5 月 株式会社エボラブルアジア（現　株式会社エ
アトリ）設立　代表取締役社長就任

    2015年    8 月 EVOLABLE ASIA Co., LTD.　取締役就任
    2015年    10月 EVOLABLE ASIA SOLUTION & BUSINESS 

CONSULTANCY COMPANY LIMITED 設
立　取締役就任（現任）

    2018年    4 月 当社社外取締役就任
    2018年    5 月 株式会社エアトリ（現　株式会社エアトリイ

ンターナショナル）　代表取締役就任
    2019年    1 月 株式会社ミダスキャピタル　代表取締役就任

（現任）
    2019年    3 月 当社取締役会長就任（現任）
    2019年    12月 株式会社エアトリ　取締役CGO就任

　　　　　　　株式会社エアトリインターナショナル取締役
CGO就任

    2020年    2 月 株式会社エアトリステイ　取締役就任（現
任）

    2020年    9 月 株式会社LATRICO　代表取締役就任
    2021年    7 月 スプリームシステム株式会社　取締役就任

（重要な兼職）
　株式会社ミダスキャピタル　代表取締役
（選任理由）
　吉村英毅氏は、2018年４月に当社取締役として就任し、
豊富な企業経営の知見や経験から、当社の経営方針や経営戦
略の決定をはじめとして当社の事業活動全般において重要な
役割を果たし、当社を成長させてまいりました。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

8,639,300株
（注）2．
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

３
お の

小　野　
こ う じ

晃　嗣
（1981年３月７日）

    2006年    12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トー
マツ）　入所

    2011年    7 月 野村證券株式会社に出向（2012年帰任）
    2016年    10月 株式会社エース（現　当社）取締役CFO就任

（現任）
    2020年    10月 株式会社タイムレス　取締役就任（現任）

2022年 ７月 株式会社フォーナイン　取締役就任（現任）
（重要な兼職）
　株式会社タイムレス　取締役
　株式会社フォーナイン　取締役
（選任理由）
　小野晃嗣氏は、2016年10月に当社取締役として就任し、
当社の東証マザーズへの上場を推進、その後もIR業務を通じ
た当社の企業価値向上を担うなど、コーポレート領域で手腕
を発揮し、当社の成長を牽引してまいりました。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

72,000株
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

４
い ま む ら

今　村　
ま さ ゆ き

雅　幸
（1983年６月12日）

    2006年    4 月 ヤフー株式会社　入社
    2009年    5 月 株式会社VASILY設立　取締役CTO就任
    2018年    4 月 株式会社スタートトゥデイテクノロジーズ

（現　株式会社ZOZOテクノロジーズ）執行
役員就任

    2019年    1 月 同　執行役員CTO就任
    2021年    3 月 当社取締役CTO就任（現任）

（重要な兼職）
　なし
（選任理由）
　今村雅幸氏は、2021年３月に当社取締役として就任し、
エンジニア組織の強化とテクノロジー活用による買取・販売
の最適化を推進し、当社事業の成長に貢献してまいりまし
た。今後、当社のデータドリブン経営の更なる加速に加え、
AI技術とデータを活用したイノベーション創出などに取り組
むことにより、当社の更なる成長を牽引するために、引き続
き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

4,000株
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

５
お お た

太　田　
だ い や

大　哉
（1981年６月27日）

    2004年    4 月 株式会社大黒屋　入社
    2009年    4 月 Hyperion株式会社（2010年12月株式会社ダ

イヤコーポレーション、2020年10月株式会
社タイムレスへ社名変更）　設立　代表取締
役就任（現任）

2022年３月 当社取締役就任（現任）
（重要な兼職）
　株式会社タイムレス　代表取締役
（選任理由）
　太田大哉氏は、当社の子会社である株式会社タイムレスの
創業者であり、2020年10月に当社グループに参画後、買取
店舗事業や古物オークション事業の規模拡大に大きく貢献し
てまいりました。
　シナジー効果の最大化を図り、当社グループの更なる成長
のため、引き続き取締役候補者として選任をお願いするもの
であります。

148,000株
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

６
はら

原　　　
と し ひ ろ

敏　弘
（1958年３月６日）

    1981年    4 月 公正取引委員会事務局　入局
    1998年    3 月 預金保険機構　金融危機管理審査委員会事務

局第一課長
    1998年    10月 同　金融再生部次長
    2000年    7 月 公正取引委員会事務総局　経済取引局取引部

企業取引課長
    2001年    7 月 同　経済取引局調整課長
    2003年    7 月 同　審査局特別審査部第二特別審査長
    2004年    6 月 同　審査局特別審査部第一特別審査長
    2005年    4 月 同　官房人事課長
    2008年    6 月 同　中部事務所長
    2009年    4 月 同　近畿中国四国事務所長
    2009年    7 月 同　官房審議官
    2009年    9 月 消費者庁（審議官）に出向（2011年８月帰

任）
    2011年    8 月 公正取引委員会事務総局　審査局犯則審査部

長
    2012年    9 月 同　経済取引局取引部長
    2016年    6 月 同　近畿中国四国事務所長
    2017年    4 月 学校法人日通学園　流通経済大学法学部教授

（現任）
    2019年    6 月 当社社外取締役就任（現任）

（重要な兼職）
　学校法人日通学園　流通経済大学法学部教授
（選任理由及び期待される役割の概要）
　原敏弘氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直接
会社の経営に関与された経験はありませんが、公正取引委員
会等において要職を歴任し、経済動向や法令等に関する高い
見識や客観的・専門的な視点から、当社の業務執行やコンプ
ライアンス体制に対する適切な監督ならびにコーポレート・
ガバナンスの強化に貢献できるものと判断し、引き続き社外
取締役候補者として選任をお願いするものであります。

1,000株

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

7
あ き や ま

秋　山　
ゆ き

友　紀
（1982年８月９日）

    2007年    1 月　UBS証券株式会社　入社
    2008年    6 月　Speedwell株式会社　入社
    2011年    1 月　Nezu Asia Capital Management 

(Singapore) Pte Ltd　入社
    2013年    4 月　Nezu Asia Capital Management Limited　　　

入社
    2017年    1 月　Millennium Capital Management Asia 

Limited　東京支店　入社
    2019年    11月　暁翔キャピタル株式会社　入社
    2021年    8 月　グローブアドバイザーズベンチャーズ有限責

任事業組合　パートナー（現任）
2022年３月 当社社外取締役就任（現任）
2023年２月　サロウィン株式会社　社外取締役就任（現

任）
（重要な兼職）
　グローブアドバイザーズベンチャーズ有限責任事業組合
　パートナー
　サロウィン株式会社　社外取締役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　秋山友紀氏は、過去に直接会社の経営に関与された経験は
ありませんが、グローバルかつ幅広い業種・業界に属する企
業に対する投資と経営支援の経験を有しております。

ステークホルダーの視点を当社の経営に反映させることに
より、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に加え、資本
市場との建設的な対話に貢献できるものと判断し、引き続き
社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

4,100株

－ 13 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

8

が ど う

我　堂　
か よ

佳　世
（1982年９月18日）

    2005年    4 月 日本生命保険相互会社　入社
    2006年    9 月 ジェイコム株式会社（現　ライク株式会社）

入社
    2012年    12月 ジェイコム株式会社（現 ライクスタッフィン

グ株式会社）　取締役就任
    2014年    8 月 ジェイコムホールディングス株式会社（現 ラ

イク株式会社）　取締役就任
    2015年    9 月 サクセスホールディングス株式会社（現 ライ

クキッズ株式会社）　取締役就任
    2018年    12月 ライクケアネクスト株式会社（現 ライクケア

株式会社）　代表取締役就任
2022年 ３月 当社社外取締役就任（現任）
（重要な兼職）
　なし
（選任理由及び期待される役割の概要）
　我堂佳世氏は、豊富な企業経営の知見や経験から、当社の
業務執行や経営管理体制に対する適切な監督ならびにコーポ
レート・ガバナンスの強化に貢献できるものと判断し、引き
続き社外取締役候補者として選任をお願いするものでありま
す。

1,500株

(注)１.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２.吉村英毅氏の所有する株式数は、同氏が保有する株式に加え、同氏が実質的に支配する吉村英毅・ミ

ダスA投資事業有限責任組合及びミダス第２号投資事業有限責任組合が所有する株式数の合計であ
り、また同氏は会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。

３.秋山友紀氏の戸籍上の氏名は遠藤友紀でありますが、業務上使用している氏名で表記しております。
４.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる損害賠

償金、争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。本議案の候補者全員は
選任が承認された場合は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当社は当該保険契約を任期途中に同内容で更新することを予定しております。

５.原敏弘氏、秋山友紀氏及び我堂佳世氏は、会社法施行規則第2条第3項第7号に規定する社外取締役候
補者であります。同３名の社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会の終結の時をもっ
て、原敏弘氏が３年９カ月、秋山友紀氏及び我堂佳世氏が１年になります。なお、当社は、同３名を
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同３名の再任が承認された場合、引き
続き独立役員として指定する予定であります。

６.原敏弘氏、秋山友紀氏及び我堂佳世氏が取締役に選任された場合、当社は同３名との間で、当社の定
款に基づき会社法第427条第１項に規定する同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継
続する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任額は、同法第425条第1項各号に規定する最低責任限
度額といたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

－ 14 －
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事業の経過および成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事 業 報 告
(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大が
収束しておらず、景気の先行きについては依然として不透明な状況が続いております。
　当社グループの属するリユース業界については、フリマアプリやインターネットオークシ
ョンなどの普及に伴い、消費者にとってリユース品を売買しやすい環境が広がっていること
を背景に、市場規模はますます拡大しております。2021年度において顕在化しているリユ
ース市場規模は約2.7兆円とされ、2025年には約3.5兆円規模に拡大すると予測されており
ます（参照：「リユース市場データブック2022」リサイクル通信2022年10月３日）。ま
た、潜在的なリユース市場規模を示す、自宅内の一年以上利用されていない不要品（以下
「かくれ資産」）の日本における総額は2021年時点で約44兆円と推計されており、リユー
スの潜在市場規模はより大きなものと考えられます（ニッセイ基礎研究所監修令和３年12
月14日付調査結果）。
　このような環境の中、当社グループにおける状況は以下のとおりとなりました。
　買取においては、当社グループの主要サービスである「バイセル」の認知向上のために、
リスティング等のオンラインメディアのみならず、テレビＣＭやポスティングチラシなどの
オフラインメディアを組み合わせたクロスメディアマーケティング施策を実施してまいりま
した。また、全国主要都市に店舗を展開する「バイセル」と、全国百貨店内に店舗を展開す
る「総合買取サロン　タイムレス」について、相互送客やマーケティング、採用・人材戦
略、各種データ統合によるグループシナジーを有効活用することにより、出張訪問買取と差
別化した買取チャネルの強化として、グループ店舗の出店拡大（当社10店舗、株式会社タ
イムレス19店舗、2022年12月末時点）を図ってまいりました。
　販売においては、業者への販売や古物市場への出品などのtoB向け販売とECや催事など
のtoC向け販売の傾向分析を進め、商品毎に適切な販売方法を選択することなどにより、在
庫回転期間の短縮化とともに、収益性の改善を図ってまいりました。外出自粛などを背景に
消費者の購買環境の変化もあり、toC向け販売では、自社ECサイト「バイセルオンライ
ン」やECモール（「楽天市場」や「ヤフオク！」）など）での販売に加え、ライブコマース
を中心とした海外販路の拡大を図ってまいりました。toB向け販売では、株式会社タイムレ

－ 15 －
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事業の経過および成果、設備投資の状況、資金調達の状況

スが開催する「TIMELESS AUCTION」及び「TIMELESS AUCTION ONLINE」を含めた
最適な販路選択により、グループとしての収益最大化を図ってまいりました。
　また、当期においては、買取店舗「Reuse Shop WAKABA」を運営し、190店舗のフラ
ンチャイズ店、17店舗の直営店（いずれも2022年12月末時点）を擁する株式会社フォー
ナインを完全子会社化し、さらなる買取チャネルの強化も図ってまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高33,724,535千円（前期比36.0％
増）、営業利益3,694,401千円（同59.6％増）、経常利益は3,672,955千円（同60.0％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,268,836千円（同72.6％増）となりました。

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の合計は550,859千円であり、主に事業規模拡大に伴う倉庫
増床、営業拠点増設に伴う内装工事及び業務システムの開発等であります。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より3,000,000千円の借入
を行いました。

－ 16 －
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　当社グループの対処すべき課題として、以下の施策を中心に取り組んでまいります。
①IT・DX強化を中心とするテクノロジー投資の加速
　当社グループでは、テクノロジー領域への投資を強化し、全社データ基盤の整備・活用、
出張訪問における査定時間の短縮等の生産性の向上、AI技術とデータを活用した研究開発の
推進を進めることにより、データドリブン経営を深化させ、事業成長を加速していく方針で
す。

②出張訪問買取事業の継続的な成長
　当社グループの主力サービスである出張訪問買取「バイセル」においては、「出張訪問
数」及び「出張訪問あたり変動利益」を主要なＫＰＩとしております。当事業の継続的な成
長のために、重要なエリアと捉える都市圏に加え、地方エリアへの拡張を図ることにより、
更なる事業規模の拡大を図るとともに、当社グループのデータを一元管理し販売チャネルの
最適化を推進すること、toC販売のOMO化や海外販路の拡大を図ることにより、収益性の
向上を目指してまいります。

③買取店舗事業の拡大
　全国主要都市に店舗を展開する「バイセル」と全国百貨店内に店舗を展開する「総合買取
サロン タイムレス」及び全国の二等立地に店舗を展開する買取店舗「Reuse Shop 
WAKABA」について、相互送客やマーケティング、採用・人材戦略、各種データ統合によ
るグループシナジーを有効活用することにより、グループ店舗展開を加速させ、出張訪問買
取と差別化した買取チャネルの強化を図ってまいります。

④非連続な成長を実現する戦略的なM&Aの推進
　当社グループの既存事業における競争力の強化に加え、新規商材や新たな買取・販売チャ
ネルなどのリユース事業における未着手領域など、シナジーの創出確度が特に高い領域への
戦略的M&Aを推進してまいります。

－ 17 －
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対処すべき課題

⑤新たな収益源となる新規事業の確立
　当社グループの統合システムであるリユースプラットフォーム「Cosmos」の外部サービ
ス化や、当社グループの主たる事業である出張訪問サービスの特徴である「整理・処分ニー
ズ」や「シニア顧客層」と親和性が高い領域を中心としたアライアンスの強化や新規事業の
創出を推進してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 18 －
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財産および損益の状況

区　　　　　分 2020年12月期
第20期

2021年12月期
第21期

2022年12月期
第22期

（当連結会計年度）
売 上 高 14,764,844千円 24,789,126千円 33,724,535千円

経 常 利 益 922,687千円 2,295,436千円 3,672,955千円
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

565,710千円 1,314,201千円 2,268,836千円

１株当たり当期純利益 41.12　円 93.26　円 158.28　円

総 資 産 8,837,536千円 10,285,565千円 17,644,960千円

純 資 産 3,251,197千円 4,592,848千円 8,238,941千円

区　　　　　分 2019年12月期
第19期

2020年12月期
第20期

2021年12月期
第21期

2022年12月期
第22期

（当事業年度）
売 上 高 12,828,896千円 14,764,844千円 18,946,731千円 24,852,953千円

経 常 利 益 817,279千円 928,687千円 1,749,308千円 2,385,231千円

当 期 純 利 益 505,579千円 571,710千円 1,089,543千円 1,594,366千円

１株当たり当期純利益 41.93　円 41.56　円 77.32　円 111.23　円

総 資 産 4,592,163千円 8,010,030千円 9,335,843千円 14,736,179千円

純 資 産 2,261,903千円 3,257,197千円 4,374,190千円 7,345,813千円

(5) 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

(注) １. 第20期（2020年12月期）より連結計算書類を作成しているため、第19期（2019年12月期）以前
については記載しておりません。

２. 当社は、2020年12月７日開催の取締役会の決議に基づき、2021年１月１日付で普通株式１株につ
き２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い１株当たり当期純利益は、当該株式分割が
第20期の期首に行われたと仮定して算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

(注) 当社は、2020年12月７日開催の取締役会の決議に基づき、2021年１月１日付で普通株式１株につき２
株の割合で株式分割を行っております。これに伴い１株当たり当期純利益は、当該株式分割が第19期の
期首に行われたと仮定して算定しております。
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社タイムレス 5,000千円 100.0% ブランド品、時計等の買取・販売

株式会社フォーナイン 40,000千円 100.0% フランチャイズ事業、リユース事業

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所
当社における

特定完全子会社の株式の
帳簿価額の合計額

当社の総資産額

株式会社タイムレス 東京都港区芝公園1丁目７番６号 2,077,100千円
14,736,179千円

株式会社フォーナイン 東京都千代田区神田松永町19 3,537,139千円

(6) 重要な親会社及び子会社の状況（2022年12月31日現在）
①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　親会社等との間の取引に関する事項
　該当事項はありません。

③　重要な子会社の状況

(注)　当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

※株式会社タイムレスにつきましては、特定完全子会社に該当しないものの、当社グループにおけ
る重要性が高いことから記載しております。

事 業 事　業　内　容

着物・ブランド品等リユース事業 出張訪問買取サービスを中心とした、着物・ブランド品等の買取、販売

(7) 主要な事業内容（2022年12月31日現在）
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

会 社 名 名 称 所　　在　　地

当社
本社 東京都新宿区
倉庫 千葉県船橋市

株式会社タイムレス
本社 東京都港区
倉庫 東京都江東区

株式会社フォーナイン 本社 東京都千代田区

(8) 主要な営業所及び工場（2022年12月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,088名（196名） 248名増 （20名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

892名（167名） 147名増（5名増）

(9) 使用人の状況（2022年12月31日現在）
①　企業集団の従業員数

(注) １. 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）に１日８時間換算期中平均人数を外数で記載し
ております。

２. 使用人数が248名増加しております。主な理由は、株式会社フォーナインを完全子会社化したこと
による使用人数の増加（50名）と事業規模の拡大に伴い新卒採用及び中途採用が増加したことによ
るものであります。

②　当社の従業員数

(注) １. 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）に１日８時間換算期中平均人数を外数で記載し
ております。

２. 使用人数が147名増加しております。主な理由は、事業規模の拡大に伴い新卒採用及び中途採用が
増加したことによるものであります。

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 2,100,000千円

株式会社りそな銀行 603,553千円

株式会社千葉銀行 518,324千円

(10) 主要な借入先（2022年12月31日現在）

(注) 株式会社みずほ銀行からの借入額には、株式会社みずほ銀行保証付き適格機関投資家限定第１回無担保
社債20,000千円、同第２回無担保社債40,000千円、及び同第３回無担保社債120,000千円が含まれて
おります。

(注) 株式会社りそな銀行からの借入額には、株式会社りそな銀行保証付き適格機関投資家限定第１回無担保
社債84,000千円、株式会社りそな銀行・東京信用保証協会共同保証付、分割譲渡制限特約付第２回無担
保社債93,000千円が含まれております。
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会社の株式に関する事項

(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 48,000,000株
(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 14,546,728株 （自己株式91株を含む）
(3) 株 主 数 1,679名
(4) 上 位 1 0 名 の 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉村英毅・ミダスＡ投資事業有限責任組合 6,012,300株 41.33％

ミダス第２号投資事業有限責任組合 2,342,765株 16.11％

大石　崇徳 1,200,000株 8.25％

岩田　匡平 1,012,000株 6.96％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 540,500株 3.72％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 300,200株 2.06％

吉村　英毅 284,235株 1.95％

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C NON TREATY 227,006株 1.56％
Goldman 　 Sachs 　 Bank 　 Europe 　 SE, 　 Luxembourg　
Branch 200,800株 1.38％
STATE　STREET　BANK　AND　TRUST　COMPANY
505019 187,900株 1.29％

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。） 24,000株 ４名

社外取締役（監査等委員である取締役を除き、社外役員に限る。） 4,000株 ３名

(6) その他株式に関する重要な事項

２．会社の株式に関する事項

（注）持株比率は、自己株式91株を控除して計算しております。

　　　当社は、2022年３月23日開催の取締役会決議に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く）
　　に対して、譲渡制限付株式報酬として交付しております。

　該当事項はございません。
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会社の新株予約権等に関する事項

名称 第７回新株予約権
新株予約権の数 10個
新株予約権の目的である株式の種類及び数 当社普通株式 2,000株

　新株予約権の行使時の払込金額 1,077円
新株予約権の行使期間 2022年３月１日～2026年３月31日
新株予約権の主な行使条件 ①　新株予約権者は、2021年12月期から2025年12月期までの

いずれかの事業年度にかかる、当社の有価証券報告書におけ
る連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損
益計算書）に記載された営業利益が、一度でも20億円を超過
した場合に限り、本新株予約権を行使することができる。な
お、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の
概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指
標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるもの
とする。

②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当
社又は当社関係会社の取締役、監査役、従業員であることを
要する。ただし、任期満了による退任若しくは定年退職の場
合、又は、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合
は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めな
い。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該
時点における授権株式数を超過することとなるときは、当該
本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役、監査等委員
である取締役を除く）

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 2,000株
保有者数 1名　

監査等委員である取締役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

新株予約権等の内容の概要

（注）当社は、2021年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、新株
予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額につきましては当該株式分割
による調整後の株式数及び金額を記載しております。

－ 24 －



2023/02/24 18:53:49 / 22941494_株式会社ＢｕｙＳｅｌｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ_招集通知_電子提供措置用

会社の新株予約権等に関する事項

名称 第８回新株予約権
新株予約権の数 600個
新株予約権の目的である株式の種類及び数 当社普通株式 60,000株

　
新株予約権の行使時の払込金額 4,350円
新株予約権の行使期間 2024年３月１日～2028年３月31日
新株予約権の主な行使条件 ①　新株予約権者は、2022年12月期から2026年12月期までの

いずれかの事業年度にかかる、当社の有価証券報告書におけ
る連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損
益計算書）に記載された営業利益が、一度でも次に掲げる各
金額を超過した場合に限り、各新株予約権者に割り当てられ
た本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合までの個数
を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等
により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合
には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締
役会にて合理的に定めるものとする。

　（ⅰ）30億円を超過した場合：50％
　（ⅱ）50億円を超過した場合：100％
②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当

社又は当社関係会社の取締役、監査役、従業員であることを
要する。ただし、任期満了による退任若しくは定年退職の場
合、又は、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合
は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めな
い。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該
時点における授権株式数を超過することとなるときは、当該
本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役、監査等委員
である取締役を除く）

新株予約権の数 600個
目的となる株式数 60,000株
保有者数 １名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

監査等委員である取締役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
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会社の新株予約権等に関する事項

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はございません。
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長兼CEO 岩 田 匡 平 株式会社タイムレス　取締役
株式会社フォーナイン　取締役

取 締 役 会 長 吉 村 英 毅 株式会社ミダスキャピタル　代表取締役

取 締 役 C F O 小 野 晃 嗣 株式会社タイムレス　取締役
株式会社フォーナイン　取締役

取 締 役 C T O 今 村 雅 幸 －

取 締 役 太 田 大 哉 株式会社タイムレス　代表取締役

取 締 役 原 　 敏 弘 学校法人日通学園　流通経済大学法学部教授

取 締 役 秋 山 友 紀 グローブアドバイザーズベンチャーズ有限責任事業組合パー
トナー

取 締 役 我 堂 佳 世 ー

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 鈴 木 真 美 －

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 杉 山 真 一 原後綜合法律事務所　パートナー　弁護士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 川　崎　晴一郎

株式会社KMS　代表取締役
KMS経営会計事務所　代表　公認会計士
株式会社エイゾン・パートナーズ　代表取締役

４．会社役員に関する事項
(1) 会社役員の状況

（2022年12月31日現在）

(注) １. 取締役 原敏弘氏、秋山友紀氏、我堂佳世氏、鈴木真美氏、杉山真一氏及び川崎晴一郎氏は、社外取
締役であります。

２. 当社は、取締役 原敏弘氏、秋山友紀氏、我堂佳世氏、 鈴木真美氏、杉山真一氏及び川崎晴一郎氏を
株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 当社は、2022年3月23日付で監査等委員会設置会社に移行しました。これに伴い、常勤監査役鈴木
真美氏、社外監査役杉山真一氏及び川崎晴一郎氏の任期が満了し、鈴木真美氏は取締役（常勤監査
等委員）、杉山真一氏及び川崎晴一郎氏は取締役（監査等委員）に就任しております。
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会社役員に関する事項

４．取締役 鈴木真美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務会計及びコーポレート・ガバナンスに
関する豊富な知識と経験を有しております。

５. 取締役 杉山真一氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び税務に精通しております。
６. 取締役 川崎晴一郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
７. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督

機能を強化するために、鈴木真美氏を常勤の監査等委員として選定しております。

－ 28 －



2023/02/24 18:53:49 / 22941494_株式会社ＢｕｙＳｅｌｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

区分 支給
人数

報酬等の種類別の額
計

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役 ６名 23,250千円 －円 －円 23,250千円
（うち、社外 ２名 2,850千円 －円 －円 2,850千円）

監査役 ３名 4,200千円 －円 －円 4,200千円
（うち、社外 ３名 4,200千円 －円 －円 4,200千円）

区分 支給
人数

報酬等の種類別の額
計

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（監査等委員を

除く）
８名 97,200千円 －円 23,345千円 120,545千円

（うち、社外 ３名 15,750千円 －円 3,335千円 19,085千円）
取締役

（監査等委員） ３名 16,200千円 －円 －円 16,200千円

（うち、社外 ３名 16,200千円 －円 －円 16,200千円）

(2) 会社役員に対する報酬等
① 当事業年度に係る役員の報酬等の総額等
〈監査等委員会設置会社移行前〉（2022年1月1日から第21回定時株主総会（2022年3月23
日）終結のときまで）

〈監査等委員会設置会社移行後〉（第21回定時株主総会（2022年3月23日）終結のときから
2022年12月31日まで）

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
〈監査等委員会設置会社移行前〉
　取締役の報酬限度額は、2017年3月23日開催の定時株主総会において、年額300百万円以
内(ただし、使用人分給与は含まない。)と決議いただいております。また、監査役の報酬限
度額は、2017年3月23日開催の定時株主総会において、年額30百万円以内と決議いただい
ております。当該株主総会終了時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役は０名）で、監
査役の員数は３名です。

〈監査等委員会設置会社移行後〉
　取締役の金銭報酬の限度額は、2022年３月23日開催の定時株主総会にて、監査等委員で
ない取締役については年額300百万円以内（うち社外取締役分は50百万円以内）、監査等委
員である取締役については年額50百万円以内と決議いただいております（使用人兼務取締役
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の使用人分給与は含まない。）。
　また、同定時株主総会にて、上記金銭報酬とは別枠で、監査等委員でない取締役に対して
支給する譲渡制限付株式の割当てのための金銭報酬債権の総額を年額150百万円以内（うち
社外取締役は25百万円以内）、譲渡制限付株式の総数として年30,000株以内（うち社外取
締役分は年5,000株以内）と決議いただいております。当該株主総会終了時点の監査等委員
でない取締役の員数は８名（うち社外取締役は３名）で、監査等委員である取締役の員数は
３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．当該方針の決定の方法
　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個
人別の報酬等の決定方針を決議しております。当該決議に際しては、その原案を指名・報酬
諮問委員会に諮問し、答申を受けております。なお、監査等委員である取締役の報酬等の額
及び報酬内容については株主総会にて決議された総額の範囲で、監査等委員である取締役の
協議により決定しております。
ロ．当該方針の内容の概要
　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針の内容の概要は次の通りで
す。
a.基本方針
　当社は、取締役の報酬を、固定報酬である基本報酬及び中長期インセンティブ報酬として
の株式報酬で構成することとしております。
b.基本報酬に関する方針
　基本報酬は、取締役の職務遂行の対価として毎月支給する定額の金銭報酬であり、その額
は世間水準、経営内容及び従業員給与とのバランス等を考慮して決定するものとしておりま
す。
c.非金銭報酬に関する方針
　当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与する
ため、株主総会において基本報酬と別枠で承認を得た報酬上限額の範囲内において、非金銭
報酬として譲渡制限付株式を付与するものとしております。譲渡制限付株式の割当のための
金銭報酬債権の額、譲渡制限付株式の数又は算定方法については、指名・報酬諮問委員会で
の検討を経て取締役会で決定しております。
d.報酬等の割合に関する方針
　中長期的な視点で経営に取り組むことが重要との考えから、基本報酬の水準と安定性を重
視しつつ、中長期の業績向上及び株主の利益にも配慮し、基本報酬・株式報酬の割合を考慮
しております。上記を踏まえ、取締役の基本報酬に対する株式報酬の割合は、その職責に応
じて10-40%程度となるように設計しております。
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e.報酬等の付与時期及び条件に関する方針
　基本報酬は固定額を毎月支給しております。
　非金銭報酬の具体的な付与時期・条件については、指名・報酬諮問委員会での検討を経て
取締役会で決定しております。
f.報酬等の決定の委任に関する事項
　取締役の個人別の報酬等の内容は、指名・報酬諮問委員会からの答申を踏まえて取締役会
にて決定しており、取締役及び第三者への委任は行っておりません。取締役会は指名・報酬
諮問委員会の答申内容を尊重し、株主総会にて決議された総額の範囲で各取締役の報酬を決
定しております。
　なお、指名・報酬諮問委員会は、３名以上で構成され、代表取締役１名に加え、その過半
数を独立社外取締役とし、独立社外取締役が委員長を務めております。必要に応じて随時開
催し、定期的に審議を行うほか、会社業績や個人の業績に基づく個別役員報酬の妥当性につ
いて確認しております。
ハ．当事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が上記の決定方針と整合していることを確認しており、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。
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区分 氏名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係
社　外
取締役
（監査
等委員
を除
く）

原 敏 弘 学校法人日通学園　流通経済大学法学部
教授 重要な取引その他の関係はありません。

秋 山 友 紀 グローブアドバイザーズベンチャーズ有
限責任事業組合　パートナー 重要な取引その他の関係はありません。

我 堂 佳 世 ー ー

社　外
取締役
（監査
等委
員）

鈴 木 真 美 ― ―

杉 山 真 一 原後綜合法律事務所　パートナー　弁護
士 重要な取引その他の関係はありません。

川　崎　晴一郎
株式会社KMS　代表取締役
KMS経営会計事務所  代表  公認会計士
株式会社エイゾン・パートナーズ　代表
取締役

重要な取引その他の関係はありません。

(3) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役との間に、同法第423条第１項の
責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合計額
を限度として責任を負担する旨を定めた契約を締結しております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　　　当社は、保険会社との間で、役員等（当社の取締役、執行役員等及び当社が発行済株式の過

半数を直接・間接的に保有し、又はその他の態様により支配権を有する子会社の取締役・執行
役員等（当社及び当社の子会社以外の法人に取締役・執行役員等として派遣されている者を含
む。））を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（会社法第430条の３第１項に規定する役
員等賠償責任保険契約）を締結し、被保険者に対してその職務の執行に関する責任の追及に係
る請求等がなされた場合に、当該被保険者が負担することになる法律上の損害賠償責任に基づ
く賠償金及び争訟費用を塡補することとしております。ただし、当該被保険者による故意の不
正行為又は詐欺行為に基づき発生した損害等については、当該保険により塡補されません。す
べての被保険者の保険料は当社又は被保険者が取締役・執行役員等として就任している子会社
等が全額負担しております。

(5) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係（2022年12月31日現在）
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区分 氏名 主な活動状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社　外
取締役
（監査
等委員
を除
く）

原 　 敏 弘
当事業年度に開催された取締役会のすべてに出席し、消費者関連法令の知識や経
験に基づき、主に経営全般にわたる意思決定の妥当性及び適正性確保のための発
言を行っております。

秋 山 友 紀
当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、グローバルかつ幅広い業種・
業界に属する企業に対する投資と経営支援の経験に基づき、議案審議につき必要
な発言を行っております。

我 堂 佳 世 当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、豊富な企業経営の知見や経験
に基づき、議案審議につき必要な発言を行っております。

社　外
取締役
（監査
等委
員）

鈴 木 真 美

当事業年度において2022年3月23日に監査役を退任するまでに開催した取締役会
及び監査役会のすべてに出席し、また2022年3月23日における取締役（監査等委
員）就任以降に開催した取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、会計及び
コーポレート・ガバナンスの知識や経験に基づき、業務執行の適正性を確保する
ための発言を行っております

杉 山 真 一
当事業年度において2022年3月23日に監査役を退任するまでに開催した取締役会
及び監査役会のすべてに出席し、また2022年3月23日における取締役（監査等委
員）就任以降に開催した取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、法律の専
門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っております。

川　崎　晴一郎
当事業年度において2022年3月23日に監査役を退任するまでに開催した取締役会
及び監査役会のすべてに出席し、また2022年3月23日における取締役（監査等委
員）就任以降に開催した取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、会計の専
門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 25,000千円

５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通
じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根
拠などを検討して会計監査人の報酬等について同意しております。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると
判断した場合、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適切な監
査の遂行が困難であると認められる場合、監査等委員会は、会計監査人の解任又は不再任に関す
る議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　当社は企業価値を向上させ、株主利益を最大化するとともに、お客様、取引先、従業員、地域社
会、行政機関等のステークホルダーと良好な関係を築いていくために、コーポレート・ガバナンス
の確立が不可欠なものと認識しております。
　そのため、取締役会において、当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について以下のとおり
定めております。
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ａ) コーポレート・ガバナンス

・取締役会は、法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」、「コンプライアンス規
程」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督す
る。

・取締役は、法令、定款、取締役会決議、社内規程に従い、当社の業務を執行する。
・監査等委員会は、「監査等委員会規程」及び「監査等委員会監査等基準」に則り、取締
役の職務執行の適正性を監査する。

(ｂ) コンプライアンス
・取締役及び使用人は、法令、定款、社内規程はもとより、企業倫理、社会規範及び「グ
ループ企業行動憲章」に基づき、良識を持って行動する。

・当社は、全社的なコンプライアンス責任者を指定のうえ、リスク管理委員会を設置する
とともに、コンプライアンス教育・研修を実施し、コンプライアンス問題に迅速適切に
対応する等、コンプライアンス体制の確保と充実に努める。

・使用人は、法令、定款、社内規則の違反或いは社会通念及びコンプライアンスに違反す
る行為等が行われていることを知ったときは、「コンプライアンス規程」に基づき担当
部署に通報する。

・内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに的確に対処する体制を整備す
る。

(ｃ) 財務報告の適正性確保のための内部統制システムの整備
・当社は、社内規程を整備するとともに、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務
報告の適正性を確保するための社内体制を構築する。
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・当社は、内部統制に係る内部監査室を設置し、財務報告の適正性等を確保するための社
内体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価・改善するための仕組みを構築す
る。

(ｄ) 内部監査
・当社は、代表取締役直轄の内部監査室を設置する。内部監査室は、「内部監査規程」に
基づき、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続及び
内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、代表取締役に対し、その結果を報
告する。また内部監査室は、内部監査により判明した指摘事項の改善履行状況につい
て、フォローアップ監査を実施する。

(ｅ) 反社会的勢力の排除
・当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持たない。
当社が反社会的勢力から不当要求などを受けた場合には、警察署及び暴追センター等の
外部専門機関と連携し、如何なる面においても、反社会的勢力との関係は一切遮断す
る。

②　当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(ａ) 情報の保存・管理

・取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の他、重要な職務執行に係る
情報が記載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、「文書保管管理規程」そ
の他の社内規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理する。

(ｂ) 情報の閲覧
・取締役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ａ) リスク管理体制の整備

・経営活動に係る市場リスク、信用リスク、投資リスク、コンプライアンスリスク、情報
セキュリティリスク、その他様々なリスクに対処するため、当社は、社内委員会及び当
社のリスクを把握し管理するための責任部署を設置するとともに、必要な管理手法を整
備し、当社のリスクを総括的かつ個別的に管理する。

(ｂ) リスク情報の報告
・各リスクに対応する責任部署の責任者は、リスクに対する評価・分析及び対策・対応状
況を取りまとめ、代表取締役に報告する。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

(ｃ) リスク監査
・内部監査室は、業務執行部門のリスク管理の状況について監査を行う。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ａ) 効率的な意思決定

・定例取締役会、必要に応じて随時開催する臨時取締役会のほか、取締役が職務の執行を
適正かつ効率的に行うための基礎となる経営判断を迅速に行うため、経営会議等の会議
体を組織し、それぞれの機能に応じて経営上の重要事項を審議し、意思決定を行う。

(ｂ) 職務権限・責任の明確化
・「業務分掌規程」、「職務権限規程」等、各種社内規程を整備し、各役職者の権限及び
責任の明確化を図り、適正かつ効率的な職務の執行が行われる体制を構築する。

⑤　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
(ａ) 補助使用人の選任

・監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、使用人を選任
し、兼務させる。

(ｂ) 補助使用人の取締役等からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性の確保
・監査等委員会を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲
内において監査等委員会に帰属するものとし、取締役、執行役員及び他の使用人は、監
査等委員会の補助使用人に対し指揮命令権限を有しない。また、当該補助使用人の人事
異動、人事評価、懲罰等の決定にあたっては、事前に監査等委員会と協議し、決定す
る。

⑥　当社の監査等委員会への報告に関する体制
(ａ) 重要会議への出席

・監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議
に出席し、取締役、執行役員及び使用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を
閲覧して、当社及び子会社の業務及び財産の状況を調査することができる。

(ｂ) 取締役及び使用人の報告義務
・取締役及び使用人は、監査等委員会の要求に応じて、自己の職務執行の状況を監査等委
員会に報告する。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

(ｃ) 取締役及び使用人による経営上重大なリスク情報の報告義務
・取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、次に掲げる事項を直ちに報告する。

当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実
重大な法令又は定款違反事実

(ｄ) 不利益取扱いの禁止
・当社は、監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を社内に周知徹底する。

⑦　その他当社の監査等委員会監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ａ) 監査費用の処理方針

・当社は、監査等委員会が、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理を求めた場合は、監査等委員会の職務執行に支障のない様、適切かつ迅速に費用又は
債務の処理を行う。

(ｂ) 監査等委員会、会計監査人及び内部監査室の連携
・監査等委員会、会計監査人及び内部監査室は、適宜会合を行い、情報交換を行うととも
に、密接な連携を図るものとする。

(2) 業務の適正を確保する体制の運用状況
　当社は、前記の内部統制システムの整備を行い、取締役会において経営上の新たなリスクへの
対応策について検討しております。そのうえで、必要に応じて社内の諸規定及び業務の見直しを
行っており、内部統制システムの実効性の向上を図っております。
　常勤監査等委員は、監査等委員会監査の他、取締役会、経営会議及びコンプライアンス・リス
ク管理委員会等に出席し、業務執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視しておりま
す。
　また、内部監査室が定期的に内部監査を実施し、内部統制の有効性の評価を行っております。
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会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

７．会社の支配に関する基本方針
　当社は、現時点におきましては、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきまして、特に定め
ておりません。しかしながら、今後の社会的な動向等を注視し、慎重に検討を行ってまいります。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課
題の一つとして位置付けております。配当については、将来の事業展開と経営体質強化のために必
要な内部留保を確保しつつ、業績動向、財務状況及び配当性向等を総合的に勘案の上で株主の皆様
に対して安定的・継続的な配当を実施していくことを基本方針としております。
　上記の方針の下、連結配当性向20％程度を目安に、安定的な１株当たり配当の実施を目指しま
す。
　なお、当連結会計年度の剰余金の配当につきましては、上記方針のもと、１株当たり20円00銭
とさせていただきます。内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと規模拡大
に向けた投資資金として投入していくこととしております。

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 差 入 保 証 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

10,448,711
6,999,008
343,297

2,794,148
321,576
△9,320

7,196,248
717,360
593,726

3,003
116,276

4,355
5,690,803
513,715

3,757,419
1,306,327
113,340
788,084
12,840
10,000

569,115
17,579

137,336
58,793

△17,579　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 5,690,165
買 掛 金 22,940
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 146,000
一年内返済予定の長期借入金 1,571,220
未 払 金 1,219,223
未 払 費 用 604,761
未 払 法 人 税 等 1,085,253
未 払 消 費 税 等 441,039
契 約 負 債 431,387
賞 与 引 当 金 66,556
そ の 他 101,783
固 定 負 債 3,715,853
社 債 211,000
長 期 借 入 金 3,122,306
資 産 除 去 債 務 65,885
繰 延 税 金 負 債 316,661
負 債 合 計 9,406,019
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 8,149,926
資 本 金 810,269
資 本 剰 余 金 2,464,449
利 益 剰 余 金 4,875,597
自 己 株 式 △390
その他の包括利益累計額 1,710
その他有価証券評価差額金 1,710
新 株 予 約 権 87,304
純 資 産 合 計 8,238,941

資 産 合 計 17,644,960 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,644,960

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書
( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 33,724,535
売 上 原 価 13,860,256

売 上 総 利 益 19,864,279
販売費及び一般管理費 16,169,877

営 業 利 益 3,694,401
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 69
助 成 金 収 入 5,172
そ の 他 4,235 9,477

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,849
社 債 利 息 319
支 払 手 数 料 7,016
そ の 他 738 30,923
経 常 利 益 3,672,955
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,672,955

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,434,320
法 人 税 等 調 整 額 △30,202 1,404,118
当 期 純 利 益 2,268,836
親会社株主に帰属する当期純利益 2,268,836

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 670,928 1,046,028 2,805,032 △121 4,521,867

当連結会計年度変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 92,651 92,651 － － 185,302
新株の発行
（譲渡制限付株式報酬） 46,690 46,690 － － 93,380

剰余金の配当 － － △198,271 － △198,271
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 2,268,836 － 2,268,836

自己株式の取得 － － － △268 △268

株式交換による増加 － 1,279,080 － － 1,279,080
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） － － － － －

当連結会計年度変動額合計 139,341 1,418,421 2,070,565 △268 3,628,058

当連結会計年度末残高 810,269 2,464,449 4,875,597 △390 8,149,926

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

その他の包括
利益累計額

新株予約権 純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 720 720 70,260 4,592,848
当連結会計年度変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） － － － 185,302
新株の発行
（譲渡制限付株式報酬） － － － 93,380

剰余金の配当 － － － △198,271
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － 2,268,836

自己株式の取得 － － － △268
株式交換による増加 － － － 1,279,080
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） 990 990 17,044 18,034

当連結会計年度変動額合計 990 990 17,044 3,646,093
当連結会計年度末残高 1,710 1,710 87,304 8,238,941
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貸借対照表

貸 借 対 照 表

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
商 標 権
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

7,527,033
5,621,600
319,719

1,108,057
214,749
200,000
63,287
△380

7,209,145
435,018
350,636

3,003
77,023
4,355

626,972
513,715
105,030

4,733
3,492

6,147,154
12,840

5,624,239
358,192
55,195
96,578

109

　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 4,270,954
買 掛 金 10,489
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 100,000
一年内返済予定の長期借入金 1,534,752
未 払 金 1,072,878
未 払 費 用 508,638
預 り 金 79,432
未 払 法 人 税 等 560,660
未 払 消 費 税 等 310,970
契 約 負 債 31,300
賞 与 引 当 金 61,319
そ の 他 514
固 定 負 債 3,119,410
社 債 80,000
長 期 借 入 金 3,024,396
資 産 除 去 債 務 15,014
負 債 合 計 7,390,365
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 7,256,798
資 本 金 810,269
資 本 剰 余 金 2,464,449
資 本 準 備 金 770,269
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,694,180
利 益 剰 余 金 3,982,470
利 益 準 備 金 10,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,972,470
繰 越 利 益 剰 余 金 3,972,470

自 己 株 式 △390
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,710
その他有価証券評価差額金 1,710
新 株 予 約 権 87,304
純 資 産 合 計 7,345,813

資 産 合 計 14,736,179 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,736,179

（2022年12月31日現在）
（単位：千円）
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損益計算書

損 益 計 算 書
( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 24,852,953
売 上 原 価 8,868,548

売 上 総 利 益 15,984,405
販売費及び一般管理費 13,582,513

営 業 利 益 2,401,891
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,600
助 成 金 収 入 5,112
そ の 他 2,414 12,127

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,321
社 債 利 息 319
支 払 手 数 料 6,440
そ の 他 707 28,788
経 常 利 益 2,385,231
税 引 前 当 期 純 利 益 2,385,231

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 803,105
法 人 税 等 調 整 額 △12,240 790,864
当 期 純 利 益 1,594,366

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 670,928 630,928 415,100 1,046,028 10,000 2,576,374 2,586,374
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 92,651 92,651 － 92,651 － － －
新株の発行
（譲渡制限付株式報酬） 46,690 46,690 － 46,690 － － －

剰余金の配当 － － － － － △198,271 △198,271
当期純利益 － － － － － 1,594,366 1,594,366
自己株式の取得 － － － － － － －
株式交換による増加 － － 1,279,080 1,279,080 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － －

当期変動額合計 139,341 139,341 1,279,080 1,418,421 － 1,396,095 1,396,095
当期末残高 810,269 770,269 1,694,180 2,464,449 10,000 3,972,470 3,982,470

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △121 4,303,210 720 720 70,260 4,374,190
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） － 185,302 － － － 185,302
新株の発行
（譲渡制限付株式報酬） － 93,380 － － － 93,380

剰余金の配当 － △198,271 － － － △198,271
当期純利益 － 1,594,366 － － － 1,594,366
自己株式の取得 △268 △268 － － － △268
株式交換による増加 － 1,279,080 － － － 1,279,080
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － 990 990 17,044 18,034

当期変動額合計 △268 2,953,588 990 990 17,044 2,971,622
当期末残高 △390 7,256,798 1,710 1,710 87,304 7,345,813
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連結会計監査報告

指定社員
業務執行社員 公認会計士 増田　涼恵
指定社員
業務執行社員 公認会計士 玉井　信彦

独立監査人の監査報告書
2023年２月20日

株式会社BuySell Technologies
取　締　役　会　御　中

三優監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社BuySell Technologiesの2022年１月１日から2022
年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社BuySell Technologies及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告　謄本
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者
の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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個別会計監査報告

指定社員
業務執行社員 公認会計士 増田　涼恵
指定社員
業務執行社員 公認会計士 玉井　信彦

独立監査人の監査報告書
2023年２月20日

株式会社BuySell Technologies
取　締　役　会　御　中

三優監査法人
東京事務所

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社BuySell Technologiesの2022

年１月１日から2022年12月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本

－ 50 －
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等
に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は
集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第22期事業年度の取締役の職務の執

行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の分担等に従い、会

社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月20日
株式会社BuySell　Technologies　監査等委員会
常勤監査等委員 鈴木　真美
　　監査等委員 杉山　真一
　　監査等委員 川崎　晴一郎

（注） 監査等委員鈴木真美、杉山真一及び川崎晴一郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

ファミリーマート

成子天神社

セブンイレブン

スギ薬局

オークタワー
至新宿

至中野坂上

東京医大病院
青梅街道

新宿警察署

成子天神下

BIZ新宿

東京医大病院前

東京医大病院前

住友不動産
新宿
グランド
タワー

日土地
西新宿ビル

りそな銀行

（新宿駅行）
　東京医大病院前

東京メトロ丸ノ内線
西新宿駅
1番出口

公
園
通
り

ベルサール新宿グランド

西新宿三井
ビルディング

新宿
フロントタワー

（新宿駅行）
　成子坂下

成子坂下

交通　　東京メトロ丸ノ内線　西新宿駅　１番出口　徒歩３分
※当会場には、駐車場の用意はございませんので、ご来場の際は公共交通
機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


